
 

 

平成 22 年 12 月 22 日 

各 位 

会 社 名  SBI ネットシステムズ株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 内山 昌秋 

（コード番号 2355 東証マザーズ） 

問 い合 せ先  経 営 企 画 部 長 前田 真嗣 

電 話 番 号  03-5206-3081（代表） 

    

((((訂正訂正訂正訂正))))    「「「「平成平成平成平成 19191919 年年年年 3333 月期月期月期月期    第第第第 3333 四半期業績状況四半期業績状況四半期業績状況四半期業績状況（（（（連結連結連結連結))))」」」」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

当社は、平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、過

年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正前と訂正後の

全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  を付して表示しております。 

 

記 

1． 訂正の経緯 

平成 22 年 7 月 28 日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理に関

する調査委員会の設置について」及び平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に

関するお知らせ」をご参照ください。 

 

2． 訂正を行う決算短信の概要 

決算期  平成 19 年 3 月期 第 3 四半期 

公表日  平成 19 年 2 月 15 日 

 

以 上 
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平成平成平成平成 19191919年年年年 3333月期月期月期月期        第第第第 3333四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結））））    

    平成 19 年２月 15 日   

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 
（コード番号：2355 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://c4t.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長     三住 光男  
              責任者役職・氏名 専務取締役経営企画室長 安斉 浩子    TEL：（03）5447－2551 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
     （内容） 

 

④ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19年 3月期第 3四半期財務・業績の概況（平成 18年４月 1日 ～ 平成 18年 12月 31日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                        （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年３月期第 3四半期 1,254 59.5 △911   － △978  － △1,290   － 

18年３月期第３四半期 786   － △232   － △245   － △271   － 

(参考)18年３月期 910  － △403  － △404  － △445  － 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

19年３月期第３四半期 △22,173  65 － 

18年 3月期第３四半期 △4,791   32 － 

(参考)18年３月期 △7,847  81 －  － 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
  
［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第 3四半期におけるわが国経済は、個人消費が横ばい傾向にあったものの、企業収益の改善を背景と

した設備投資の増加や雇用状勢の改善などにより、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。当社グ

ループの属する情報セキュリティ業界におきましては、日本版 SOX 法への取り組みが上場企業で始まって

いることに伴い、情報セキュリティ対策への投資は拡大の傾向にあります。 

このような中で、当社は期首よりグループ全体で情報セキュリティに関するソリューションをワンストッ

プで提供するという理念の下、体制構築を行うためグループ戦略を推進し事業を進めてまいりました。し

かしながら、当社グループといたしましては、平成 18 年 11 月 16 日に平成 19 年 3 月期の連結・個別の業

績予想の修正の発表を行い、当第 3四半期におきましては、修正要因としてあげておりました、グループ

戦略の見直しを行い、組織の再編成による責任権限の明確化および人員配置の最適化、事業構成の再構築

による収益基盤の確保に努めております。 

当第 3四半期におきましては、オンライン決済ソリューションを提供する SBI グループの SBI ベリトラ

ンス株式会社（東京都港区、代表取締役 執行役員 COO：沖田 貴史）と、三和インベストメント株式会社

（本社：東京都港区、代表取締役社長：柿澤 晋一郎）と共同で、EC サイト向け総合セキュリティサービ

スを主事業とする合弁会社、ｅＣＵＲＥ株式会社（出資比率 13.3%）を設立いたしました。また、研究開

・連結（新規）５社 （除外）１社  ・持分法（新規）１社 （除外）０社 
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発分野におきましては、電子透かしの応用技術として印刷物に対応可能な「アクアプリント」、インター

ネット上でリアルタイムに配信される動画に対応可能なもの、楽曲の中に人間の耳で聴き取れない周波数

帯域を使い電子透かしを埋め込む技術等を進めており、各アライアンスパートナーとの実証実験を始めて

おります。 

当社グループの第 3四半期の連結売上高は前年同期比 59.5％増の 12 億 54 百万円となりましたが、しか

しながら、「ライセンス販売」の収益計上の見送りや、ソフトウェア償却費や人件費等の固定費負担増、

第１四半期に設立した子会社への先行投資もあり、営業損失は 9 億 11 百万円（前年同期営業損失 2億 32

百万円）、経常損失は 9億 78 百万円（前年同期経常損失 2億 45 百万円）、第 3 四半期純損失は 12 億 90 百

万円（前年同期四半期純損失 2億 71 百万円）となりました。 

なお、個別財務諸表値につきましては、売上高は 4 億 97 百万円（前年同期売上高 7 億 31 百万円）、営

業損失は 4億 86 百万円（前年同期営業損失 1億 69 百万円）、経常損失は 4億 99 百万円（前年同期経常損

失 1 億 88 百万円）、第 3 四半期純損失は 13 億 84 百万円（前年同期四半期純損失 2 億 11 百万円）となり

ました。 

 
(2) 連結財政状態の変動状況 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19年３月期第３四半期 4,865 117 1.84 1,524  95 

18年 3月期第３四半期 4,847 1,292 26.7 22,714    70 

(参考)18年３月期 4,868 1,121 23.0 19,691  09 

    
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19年３月期第３四半期 △397 △1,012 45 993 

18年３月期第３四半期 △26 △562 2,823 2,657 

(参考)18年３月期 △545 △844 2,773 1,808 

 
［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年同期末と比べ 16億 64

百万円減少の９億 93百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、3 億 97 百万円となりました。これは、税金等調整前当第 3 四半期

純損失の計上等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、10億 12百万円となりました。これは、主に投資有価証券の取得及

び貸付による支出を行ったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、45百万円となりました。これは、主に運転資金である短期借入金の

増加によるものであります。 

 
３．平成 19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通     期 2,271 △912 △1,336 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△22,760円 64銭 
※平成 18年 11月 16日付で発表いたしました通期業績予想となります。今後の事業推移を見た上で修

正が生じた場合は適宜開示いたします。なお、上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な
情報に基づき作成したものであり、リスクや不確定要素等の要因が含まれており、実際の業績は上記
予想数値と異なる可能性があります。 
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［業績予想に関する定性的情報等］ 

当社は平成 18 年 11 月 16 日に、平成 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 8 月 15 日発表）ならびに

個別業績予想（平成 18 年 5 月 17 日発表）を修正いたしました。 

通期の個別・連結修正の主な要因は、平成 19 年 3 月期中間期におきましては、大規模の案件として弊

社コア技術のライセンス販売を SIer より受注し成約となりましたが、企業会計基準委員会の実務対応報

告(*1)に基づき収益の計上を見送ったことによるもの、また、C4T グループの主力製品として上期より予

定していた ezSecurity シリーズの最新プロジェクト（製品化）の遅延により、パートナー間との販売構

築の遅れが生じ製品の発売時期が下期へずれ込んだこと等が上げられます。 

また、当第 3四半期より、平成 18 年 6 月 30 日に発表しております「株式交換による株式会社コアサイ

エンスの完全子会社に関するお知らせ」におきまして、同社（現 株式会社シーフォービジネスインテグ

レーション）が連結対象となり、同社の損益が反映されております。 

 

（*1：企業会計基準委員会 実務対応報告第 17 号「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」（平成 18 年 3 月 30 日発表） 
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１１１１．．．．四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等    

(1) 四半期連結貸借対照表 

 

 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)       
   

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   2,682,956   1,018,049   1,833,385  

 ２ 受取手形及び売掛金   263,879   595,242   357,576  

 ３  たな卸資産   84,313   265,986   145,269  

 ４ 短期貸付金   ―   516,479   433,761  

 ５ 仮払金   ―   ―   550,000  

 ６ その他   252,010   178,184   15,153  

   貸倒引当金   ―   △375,365   △14,500  

   流動資産合計   3,283,161 67.7  2,198,576 45.2  3,320,646 68.2

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産 ※１  48,962  67,244  45,452 

 ２ 無形固定資産        

    (１)ソフトウェア   1,020,814  757,969  974,028 

  (２)ソフトウェア仮勘定   ―  297,786  ― 

  (３)のれん   ―  500,433  ― 

    (４)その他   122  654  122 

無形固定資産合計   1,020,937  1,556,844  974,151 

 ３ 投資その他の資産         

(１)投資有価証券   380,820  904,098   458,315  

    (２)その他   113,686   229,627   70,027  

    貸倒引当金   ―   △42,660   ―  

    投資損失引当金   ―   △48,333   ―  

投資その他の資産合計   494,507  1,042,731  528,342 

   固定資産合計   1,564,407 32.3  2,666,819 54.8  1,547,946 31.8

   資産合計   4,847,568 100.0  4,865,395 100.0  4,868,592 100.0
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第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)  
         

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   53,738  352,585   221,058 

 ２ 短期借入金 ※２  25,003  250,000   ― 

３ 一年以内返済 

長期借入金 

 

 
 81,600  98,595   72,600 

  ４ 一年以内償還社債   40,000  40,000   40,000 

 ５ 仮受金   ―  319,822   76,333 

 ６ 賞与引当金   5,040  38,640   9,240 

 ７ その他   58,147  202,522   53,431 

   流動負債合計   263,529 5.4  1,302,166 26.8  472,663 9.7

Ⅱ 固定負債        

  １  社債   260,000  220,000  260,000 

 ２ 転換社債型 

新株予約権付社債 
  3,000,000  3,000,000  3,000,000 

 ３  長期借入金   31,800  67,405  14,900 

 ４ 退職給付引当金   ―  55,114  ― 

 ５ 債務保証損失引当金 ※３  ―  69,000  ― 

 ６ その他   ―  33,772  ― 

   固定負債合計   3,291,800 67.9  3,445,291 70.8  3,274,900 67.3

   負債合計   3,555,329 73.3  4,747,457 97.6  3,747,563 77.0

        

（少数株主持分）           

  少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ―

          

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   1,304,817 26.9  ― ―  1,306,084 26.8

Ⅱ 資本剰余金   1,020,312 21.0  ― ―  1,021,584 21.0

Ⅲ 利益剰余金   △1,031,905 △21.3  ― ―  △1,205,654 △24.8

Ⅳ 自己株式   △985 △0.0  ― ―  △985 △0.0

    資本合計   1,292,239 26.7  ― ―  1,121,029 23.0

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  4,847,568 100.0  ― ―  4,868,592 100.0
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第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金   ― ―  1,306,684 26.9  ― ―

 ２ 資本剰余金   ― ―  1,232,761 25.3  ― ―

 ３ 利益剰余金   ― ―  △2,496,114 △51.3  ― ―

 ４ 自己株式   ― ―  △3,047 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ―  40,283 0.8  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等        

 その他有価証券評価差額金   ― ―  49,227 1.0  ― ―

   評価・換算差額等合計   ― ―  49,227 1.0  ― ―

Ⅲ 少数株主持分   ― ―  28,426 0.6  ― ―

   純資産合計   ― ―  117,937 2.4  ― ―

   負債純資産合計   ― ―  4,865,395 100.0  ― ―
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(2) 四半期連結損益計算書 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

           

Ⅰ 売上高   786,340 100.0 1,254,047 100.0 910,597 100.0

Ⅱ 売上原価   405,916 51.6 1,130,173 90.1 487,005 53.5

売上総利益   380,423 48.4 123,873 9.9 423,591 46.5

Ⅲ  販売費及び一般管理費       

 １ 役員報酬 75,261 136,884  97,371

 ２ 給与手当 211,192 324,339  286,274

 ３ 減価償却費 50,024 13,136  62,660

 ４ 賞与引当金繰入額  2,989  8,081  5,730  

 ５ 退職給付費用  ―  711  ―  

 ６ 貸倒引当金繰入額  ―  53,909  ―  

 ７ その他  273,459 612,927 77.9 498,452 1,035,514 82.6 374,975 827,012 90.8

   営業損失  232,503 △29.6 911,640 △72.7 403,420 △44.3

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息  2,112  10,957   4,119  

 ２ 受取配当金  ―  385   ―  

 ３ 投資有価証券売却益  14,509  ―   14,509  

 ４ 為替差益  ―  4,677   ―  

 ５ その他  434 17,056 2.2 1,222 17,243 1.4 4,153 22,781 2.5

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息  5,891  9,386   7,255  

 ２ 持分法による投資損失  17,885 72,367  10,390  

 ３ その他  6,014 29,791 3.8 2,020 83,774 6.7 6,041 23,687 2.6

   経常損失  245,238 △31.2 978,172 △78.0 404,326 △44.4
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

    

Ⅵ 特別損失     

１ 関係会社株式売却損  3,334  ―  3,334

２ 固定資産除却損 ※１ 660 3,610  738

３ 製品評価損 20,000 55,236  20,000

４ のれん償却額 ― 85,554  ―

５ 投資有価証券評価損 ― 34,477  ―

６ 関係会社投資損失引当金 

繰入額 
― 48,333  ―

７ 貸倒引当金繰入額 ― 50,500  14,500

８ 債務保証損失引当金繰入  

   額 
― 2,000  ―

９ その他 ― 23,995 3.1 40,924 320,636 25.6 ― 38,573 4.2

税金等調整前当期純損

失又は税金等調整前第

３四半期純損失 

  269,233 △34.3 1,298,808 △103.6 442,899 △48.6

法人税、住民税及び事業
税 

 2,515  2,544  2,599

法人税等調整額  ― 2,515 0.3 686 3,230 0.3 ― 2,599 0.3

少数株主損失   ― ― 11,579 1.0 ― ―

当期純損失又は 

第３四半期純損失 
  271,749 △34.6 1,290,459 △102.9 445,498 △48.9
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(3) 四半期連結剰余金計算書 

  

 第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162  1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 新株予約権の行使による新株の発行  6,150  7,200  

２ 新株引受権の行使による新株の発行  ― 6,150 222 7,422 

Ⅲ 資本剰余金第３四半期末(期末)残高   1,020,312  1,021,584 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △718,213  △718,213 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

 １ 第３四半期（当期）純損失  271,749  445,498  

２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高 

 4,917  4,917  

３ 持分法適用会社増加による利益剰余
金減少高  

 37,024 313,691 37,024 487,441 

Ⅲ 利益剰余金第３四半期末(期末)残高   △1,031,905  △1,205,654 
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書 

第10期第３四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年12月31日)       （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計 

平成 18年３月 31日 

残高 
1,306,084 1,021,584 △1,205,654 △985 1,121,029 ― ― ― 1,121,029 

当四半期連結会計 
期間中の変動額 

         

新株の発行 600 600   1,200    1,200 

株式交換  210,576   210,576    210,576 

四半期純損失   1,290,459  1,290,459    1,290,459 

自己株式 
の取得 

   △2,062 △2,062    △2,062 

株主資本以外の項目

の当四半期変動額 

(純額) 

     49,227 49,227 28,426 77,654 

当四半期連結会計 
期間中の変動額 

合計額 
600 211,176 △1,290,459 △2,062 △1,080,746 49,227 49,227 28,426 △1,003,091 

平成18年12月31日
残高 

1,306,684 1,232,761 △2,496,114 △3,047 40,283 49,227 49,227 28,426 117,937  
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（5） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前第３四半期純損失

（△） 

 

 
△269,233 △ 1,298,808 △442,899 

 ２ 減価償却費  298,900 368,476 398,176 

 ３ のれん償却額  ― 107,648 ― 

  ４  貸倒引当金の増加額  ― 104,409 14,500 

 ５ 賞与引当金の増加額（減少額△）  △3,600 △ 22,800 600 

 ６ 投資損失引当金の増加額  ― 48,333 ― 

 ７ 債務保証損失引当金の増加額  ― 2,000 ― 

 ８ 受取利息及び受取配当金  △2,112 △ 11,342 △4,119 

 ９ 支払利息  5,891 9,386 7,255 

 10 為替差損  ―  496 ― 

 11 持分法による投資損失  17,885 72,367 10,390 

 12 投資有価証券売却益  △14,509 ― △14,509 

 13 固定資産除却損  660 3,610 738 

 14 投資有価証券評価損  ― 34,477 ― 

  15 関係会社株式売却損   3,334 ― 3,334 

 16 売上債権の減少額（増加額△）  △79,606 49,044 △168,834 

17  たな卸資産の増加額  △24,030 △8,477 △84,986 

18  仕入債務の増加額（減少額△）  △8,792 △67,849 158,526 

19 未収入金の減少額（増加額△）  20,149 △10,392 19,994 

 20 未払金の増加額（減少額△）  7,695 △12,737 △2,258 

 21  その他   26,830 240,573 △433,851 

    小計  △20,536 △391,585 △537,941 

 22 利息及び配当金の受取額  2,114 11,950 2,837 

 23 利息の支払額  △5,072 △8,480 △7,048 

 24 法人税等の支払額  △3,442 △9,865 △3,110 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △26,937 △397,981 △545,263 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

  １  投資有価証券・関係会社株式 

の売却による収入 
 39,009 ― 39,009 

 ２ 有形固定資産の取得による支出  △12,212 △ 16,851 △13,750 

 ３ 無形固定資産の取得による支出  △284,151 △ 322,838 △333,479 

 ４ 定期預金の解約による収入   140,000 ― 140,000 

 ５ 貸付による支出 △379,301 △ 341,320 △705,267 

 ６ 貸付金の回収による収入 136,906 63,210 301,636 

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △200,000 △ 470,145 △270,000 

 ８ 株式交換による子会社資金受入額 ― 110,027 ― 

 ９ その他  △3,022 △ 34,526 △2,985 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △562,772 △1,012,443 △844,838 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １  短期借入金の純増加額（減少額△） △66,664 152,000 △91,667 

 ２ 長期借入金の返済による支出 △80,703 △ 105,559 △106,603 

  ３ 転換社債型新株予約権付社債の発行

による収入  
2,999,009 ― 2,998,193 

 ４ 社債の償還による支出 △40,000 △ 40,000 △40,000 

 ５ 株式発行による収入 12,300 1,200 14,839 

 ６ 自己株式の取得による支出 △906 △ 2,062 △906 

 ７ 少数株主に対する株式の 

発行による収入 
― 44,000 ― 

  ８ 少数株主への清算配当の支払額 ― △ 3,993 ― 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,823,035 45,584 2,773,856 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △496 ― 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額（減少 

  ：△） 
2,233,325 △1,365,336 1,383,754 

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 421,918 1,808,385 421,918 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物 
の増加額 

2,712 550,000 2,712 

Ⅷ 現金及び現金同等物の第３四半期末
(期末)残高 

※ 2,657,956 993,049 1,808,385 
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四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 

   ㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当第３四半期

連結会計期間より連結の範囲に

含めております。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

  連結子会社の名称 

㈱ シーフォー セールスサポ

ート（旧 ㈱セーフリード） 

㈱ シーフォー システムデザ

イン（旧 イージーシステム

ズ㈱） 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティング 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービ

ス 

㈱ シーフォー ビジネスイン

テグレーション 

ＣＭＳ投資事業組合 

㈱ シーフォー システムデザ

インは、当四半期連結会計期間

中に株式交換により完全子会社

となったため、当四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めて

おります。 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティングは、当四半期連結

会計期間中に当社の100%出資に

より設立したため、当四半期連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービス

は、当四半期連結会計期間中に

株式会社パソナテックとの合弁

(出資比率60％)により設立した

ため、当四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

㈱シーフォービジネスインテ

グレーションは、当四半期連結

会計期間中に株式交換により完

全子会社となったため、当四半

期連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

ＣＭＳ投資事業組合は、当四

半期連結会計期間中に出資契約

を締結したため、当四半期連結

会計期間より連結の範囲に含め

ておりましたが、当四半期連結

会計期間中に解散しておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当連結会計年

度より連結の範囲に含めており

ます。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

  ネクスト・イット㈱ 

  ㈱カネット 

従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法適用の

範囲から除外しております。 

  従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社でなくなったた

め、当第３四半期連結会計期間

より持分法適用の範囲から除外

しております。 

  なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ネクスト・イット㈱  

   ＭＨＳダイニング㈱ 

ＭＨＳダイニング㈱は、当四

半期連結会計期間に株式を追加

取得したことにより持分法適用

関連会社となっております。 

なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱カネット 

ネクスト・イット㈱ 

   従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法の適用

の範囲から除外しております。 

   従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社ではなくなったた

め、当連結会計年度より持分法

適用の範囲から除外しておりま

す。 

    なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

   四半期決算日が四半期連結決

算日と異なる場合の内容等 

   連結子会社のうち、㈱シーフ

ォーシステムデザインの決算日

は９月末日であります。四半期

連結財務諸表の作成にあたって

同社については、四半期連結決

算日現在で実施した仮決算に基

づく四半期財務諸表を使用して

おります。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   第３四半期連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

第３四半期連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用して

おります。 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採

用しております。 

       なお、投資事業有限責任組合

（証券取引法第２条第２項によ

り、有価証券とみなされるもの）

については、組合の決算書に基づ

いて、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

   

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

 

 ②デリバティブ 

   時価法を採用しております。 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採

用しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

 ｃ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用してお

ります。 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

車両運搬具       ６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定

額法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

dのれん 

      
 

 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

      

  

dのれん 

    投資効果の及ぶ期間（５年又は

10年）による定額法を採用してお

ります。 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

      社内における見込利用可能期間  

（５年）による定額法を採用してお 

ります。 

dのれん 

       

 

③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

同左 

 

③長期前払費用 

同左 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

なお、当第３四半期連結会計期

間において計上額はありません。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

       同左 

   

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当第３

四半期連結会計期間負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度負担額を計上して

おります。 

③投資損失引当金 

      

③投資損失引当金 

  関係会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状態

及び回収可能性を勘案して、必要

額を計上しております。 

③投資損失引当金 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

④退職給付引当金 

      

④退職給付引当金 

   一部の連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、期末自己都合要

支給額にもとづき、当第３四半期会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

④退職給付引当金 

      

⑤債務保証損失引当金 

      

⑤債務保証損失引当金 

  関係会社の保証債務の履行に伴

い発生する損失に備えるため損失

見込額を計上しております。 

⑤債務保証損失引当金 

      

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

      

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

 金利変動リスクのヘッジ、資金

調達コストの低減等を目的として

金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金

利スワップ契約は当連結会計年度

内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手

段及びヘッジ対象とも消滅してお

ります。 

 (5) その他第３四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事

項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(5) その他第３四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 
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(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

      （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当第３四半期連結会計期間から「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会      

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。な

お、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は89,510千円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当第３四半期連結会計期間におけ

る第３四半期連結財務諸表は、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

      

 （企業結合に係る会計基準等） 

 当第３四半期連結会計期間から「企

業結合に係る会計基準」（企業会計審

議会平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しております。 
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表示方法の変更 

第９期第３四半期連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

   至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年12月31日） 

      

  

（第３四半期連結貸借対照表） 

前第３四半期連結会計期間において流動資産の「その

他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」（前第

３四半期連結会計期間218,024千円）については、資産

総額の100分の５超となったため、当第３四半期連結会

計期間より区分掲記しております。 

前第３四半期連結会計期間において投資その他の資

産の「ソフトウェア」に含めて表示しておりました「ソ

フトウェア仮勘定」（前第３四半期連結会計期間82,190

千円）については、重要性が増したため、当第３四半期

連結会計期間より区分掲記しております。 

 

注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 
連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   66,056千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   112,774千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

69,669千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

    この契約に基づく当第３四

半期連結会計期間末における

当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 100,000千円 

借入実行残高   25,003千円 

差引額        74,997千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

       この契約に基づく当第３四

半期連結会計期間末における

当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高   200,000千円 

差引額             千円 

※２.          

※３．         ※３.保証債務 

    連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。 
㈱シーエスエ
ルホールディ
ングス 

203,536千円

    上記の金額については、債

務保証損失引当金（69,000千

円）を控除しております。 

※３．         
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(四半期連結損益計算書関係) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

※１． 固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 660千円

計 660千円

   

 

※１．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品  541千円 

建物附属設備 3,068千円 

計 3,610千円  

※１．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 738千円 

計 738千円  
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 

株式数 
増加 減少 

当四半期連結会計年

度末株式数 

 普通株式（株） 56,935.20 1,778.28 ― 58,713.48 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

株式交換による増加      1,758.28株 

新株予約権の権利行使による増加   20株 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 

株式数 
増加 減少 

当四半期連結会計年

度末株式数 

 普通株式（株） 4.40 11.26 ― 15.66 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      11.26株 

 

３ 新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の第３四半

期末残高と第３四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,682,956千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 2,657,956千円 
  

※  現金及び現金同等物の第３四半

期末残高と第３四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,018,049千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 993,049千円 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,833,385千円

れ預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円
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(リース取引関係) 

第９期第３四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 

(有価証券関係) 

第９期第３四半期連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①社債 200,000 

 ②非上場株式 136,440 

合計 336,440 

 

第10期第３四半期連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

１ 時価のある有価証券 

区分 取得原価（千円） 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1) その他有価証券    

 ①株式 44,020 127,020 83,000 

合計 44,020 127,020 83,000 

 

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) 関連会社株式 149,514 

(2) その他有価証券  

 ①非上場株式 117,563 

 ②転換社債型新株予約権付社債 410,000 

 ③投資事業有限責任組合への出

資持分 
100,000 

合計 777,077 

 （注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 
    なお、第３四半期会計期間において、減損処理を行い投資有価証券評価損34,477千円を計上しております。 
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前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ① 社債 200,000 

 ② 非上場株式 206,440 

合計 406,440 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

 

第９期第３四半期連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

第10期第３四半期連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

区分 種類 契約額等(千円) 

契約額等のうち

１年超 

(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円) 

スワップ取引 

受取変動・支払固定 
22,500 12,500 69 69 市場取引以

外の取引 
合計 22,500 12,500 69 69 

（注）時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金利スワップ契約は当連結会計年度内に満了しております。従いまして、連結決算

日現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象とも消滅しております。 
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(セグメント情報) 

１． 事業の種類別セグメント情報 

第９期第３四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年12月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の

割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 

当社及び連結子会社は、第９期第３四半期連結会計期間、第10期第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３． 海外売上高 

当社及び連結子会社は、第９期第３四半期連結会計期間、第10期第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において海外売上がないため、該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係） 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

（株式交換によるイージーシステムズ株式会社の完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な目的、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

イージーシステムズ株式会社 ソフトウェア開発事業 

(2) 企業結合を行った主な目的 

イージーシステムズ株式会社を完全子会社化することにより、同社セキュリティ製品に当社のセキュリティ技

術を融合させ、従来以上に同社セキュリティ製品の安全性・信頼性の優位性を増し、ユーザーの高度で広範なニ

ーズに的確に応えていくことが可能となります。 

 また、文書のデジタル保存に対するセキュリティニーズの高まりに対して、暗号技術を中心としたDRM技術・

電子透かし技術・秘密分散技術等のセキュリティ技術の融合により、戦略的なセキュリティ製品の提供が可能と

なります。 

 さらに、両社のアライアンスパートナー戦略面でも、両社のパートナー先の重複が少なく、提携による販売面

での市場拡大メリットなど、本件提携によるシナジー効果の発揮が見込めます。 

 本件資本提携は、こうした当社とイージーシステムズ両社の強みを融合することにより、当社のグループ戦略

及び事業領域拡大を飛躍的に加速させることを目的としております。 

(3) 企業結合日 

平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業（取得企業）の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー 

（注）イージーシステムズ株式会社は、平成18年７月１日付で株式会社 シーフォー システムデザインに社名変

更しております。 

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 

 

25

m-yokoyama
テキストボックス



―  ― 25

２．第３四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成18年12月31日 

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

㈱シーフォーテクノロジーの株式 6,888千円 

取得原価 6,888千円 

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：イージーシステムズ㈱ 0.066 

(2) 交換比率の算定方法 

   当社については市場株価方式、イージーシステムズ株式会社については収益還元価値法と簿価純資産方式を用

い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及び評価額 

普通株式 651.28株 6,888千円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額 95,060千円 

(2) 発生原因 

  企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

    ５年間で均等償却 

  (注)第10期中間連結会計期間において均等償却を行った残額を一括償却しております。 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

流動資産 277,974千円 

固定資産 173,834千円 

合計 451,809千円 

(2) 負債の額 

流動負債 385,923千円 

固定負債 154,059千円 

合計 539,982千円 

 

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

  該当事項はありません。 

 

８．企業結合が当第３四半期連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の第10期第３四半期連結会計期間の

第３四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

  該当事項はありません。 

 

26

m-yokoyama
テキストボックス



―  ― 26

（株式交換による株式会社コアサイエンスの完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な目的、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

株式会社コアサイエンス システムインテグレーション事業 

(2) 企業結合を行った主な目的 

今回の株式交換による完全子会社化の目的は、当社が「グループ戦略」を推進するうえで、情報セキュリティ

を組み込んだシステム構築サービスを新たに加え、当社のソリューション・ラインアップの一層の充実を図るこ

とにあります。 

(3) 企業結合日 

平成18年８月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業（取得企業）の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー 

（注）株式会社コアサイエンスは、平成18年７月18日付で株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションに

社名変更しております。 

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 

 

２．第３四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成18年12月31日 

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

㈱シーフォーテクノロジーの株式 203,688千円 

取得に直接要した支出 

株式交換比率算定費用 525千円 

取得原価 204,213千円 

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：㈱コアサイエンス 1.845 

(2) 交換比率の算定方法 

   当社については市場株価方式、株式会社コアサイエンスについてはディスカウント・キャッシュ・フロー法を

用い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及び評価額 

普通株式 1,107株 203,688千円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額 503,521千円 

(2) 発生原因 

  企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

    10年間で均等償却 
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

流動資産 414,067千円 

固定資産 56,144千円 

合計 470,212千円 

(2) 負債の額 

流動負債 620,054千円 

固定負債 149,466千円 

合計 769,521千円 

 

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

  該当事項はありません。 

 

８．企業結合が第10期第３四半期連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当第３四半期連結会計期間の

第３四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

  売上高及び損益情報 

売上高 1,045,140千円 

営業利益 5,769千円 

経常利益 6,257千円 

税金等調整前第３四半期純損失 331,351千円 

第３四半期純損失 333,872千円 

  （注）１ 内部取引を控除しております。 

     ２ 被取得会社の㈱シーエスエルホールディングスに対する融資及び保証債務に関する、以下の特別損失

項目を含んでおります。 

        貸倒引当金繰入額     253,000千円 

        債務保証引当金繰入額   67,000千円 

     ３ 当該注記については監査証明を受けておりません。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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 (１株当たり情報) 

 

 

（注）１株当たり第３四半期（当期）純損失（純利益）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

四半期連結損益計算書上の

当期純損失又は第３四半期

純損失（千円） 

271,749 1,290,459 445,498 

普通株式に係る当期純損失

又は第３四半期純損失（千

円） 

271,749 1,290,459 445,498 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
56,717 58,197 56,767 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり第３四半期（当期）純

利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約権の

数 700 個）及び合併により

承継した新株引受権（新株

引受権の数 6.9 個） 

新株予約権（新株予約権の

数 129 個）及び転換社債型

新株予約権付社債に付さ

れた新株予約権（新株予約

権の数 30 個) 

新株予約権（新株予約権の

数 606個）及び新株引受権

（新株引受権の数 3個）及

び転換社債型新株予約権

付社債に付された新株予

約権（新株予約権の数

7,283個） 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 22,714円70銭 
１株当たり純資産

額 
1,524円95銭 １株当たり純資産額 

19,691円09銭 

１株当たり第３四半

期純損失 
4,791円32銭 

１株当たり第３四

半期純損失 
22,173円65銭 

１株当たり当期純

損失 
7,847円81銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

３四半期純利益については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり第３四

半期純損失であるため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り第３四半期純利益については、

潜在株式は存在するものの、１株

当たり第３四半期純損失であるた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりませ

ん。 
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（重要な後発事象) 

  

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

            １ イージーシステムズ株式会社と

の株式交換 

当社は、平成17年12月15日開

催の取締役会において、イージ

ーシステムズ株式会社を完全子

会社とするため、商法第358条第

1項の規定に基づき株主総会の

承認を得ることなく株式交換を

行い、これに基づいて新株式を

発行することを決議し、平成18

年4月1日付で株式交換を実施い

たしました。 

株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

両社のセキュリティ技術の融

合により戦略的な情報セキュリ

ティ製品を提供し、事業領域の

拡大を飛躍的に加速させること

を目的としております。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終のイージーシステムズ株

式会社の株主名簿に記載された

又は記録された株主と株式交換

を行います。 

(3) 株式交換の日 

平成18年４月１日 

(4) 株式交換比率 

イージーシステムズ株式会社

の普通株式１株につき、当社普

通株式0.066株を割当交付しま

す。 

(5) 株式交換により発行する新株式     

  数 

  当社普通株式 651.28株 

(6) イージーシステムズ株式会社の

概要 

住所  東京都中央区日本橋箱

崎町41番12号日本橋第

二ﾋﾞﾙ６Ｆ 

代表者   澁谷 紳一郎 

資本金   100百万円 

事業の内容 ソフトウェア開発 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

            ２ 子会社の設立 

当社は、平成18年４月24日開

催の取締役会において、下記の

とおり当社100％子会社を設立

することを決議し、平成18年４

月26日に設立いたしました。 

(1) 商号  

株式会社シーフォー ビジネ

スコンサルティング 

(2) 資本金          30百万円 

(3) 所在地   東京都品川区上大崎 

(4) 決算期            ３月末 

(5) 役員・従業員数   ５名 

(6) 事業内容 

情報セキュリティ・コンサル

ティング 

(7) 設立目的 

セキュリティ基盤の調査、分

析、情報セキュリティ・ポリシ

ーの策定、情報セキュリティ・

マネジメント・システムの構築

及び認証取得支援を行う目的で

設立。 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

            ３ 合弁による子会社の設立 

当社は、平成18年４月28日開

催の取締役会において、下記の

とおり株式会社パソナテックと

の合弁により株式会社シーフォ

ー＆パソナテックマネージメン

トサービス(出資比率60％)を設

立することを決議し、平成18年

５月29日に設立いたしました。  

(1) 商号  

株式会社 シーフォー ＆ パ

ソナテック マネージメントサ

ービス 

(2) 資本金            100百万円 

(3) 所在地    東京都品川区上大崎 

(4) 決算期                ３月末 

(5) 役員・従業員数        ５名 

(6) 事業内容 

① 内部統制・コンプライアンス

強化、IT戦略に関するコンサル

ティング事業 

  ② 情報セキュリティ関連コンサ

ルティング事業 

③ システムインテグレーション

事業 

(7) 設立目的  

グループ戦略強化の策の一環

として、ITエンジニアの人材サ

ービスに特化して事業を行って

いる株式会社パソナテックとの

合弁により、ユーザーに対して

情報セキュリティ・コンサルテ

ィングのトータル・マネジメン

ト・サービスを行う予定であり

ます。 

            ４ 投資事業組合への出資 

    当社は、平成18年2月15日開催

の取締役会において、下記のと

おりCMS投資事業組合への組合

加入をすることを決議し、平成

18年5月16日に出資契約を締結

しております。 

(1) 出資先  ＣＭＳ投資事業組合 

(2) 出資日付   平成18年5月16日 

(3) 出資金額        550,000千円 
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（生産、受注及び販売の状況） 

(1) 生産実績 

当社グループの事業内容は、「C４」シリーズを始めとするセキュリティの要素技術及びアプリケーションの開

発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産実績については記載しておりません。 

 

(2) 受注実績 

第10期第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年12月31日) 

受注高 受注残高 
品目別 

金額(千円) 前年同期比（％） 金額(千円) 前年同期比（％） 

受託開発 714,876 4,173.3 167,435 － 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期第３四半期連結会計期間の受注残高はありません。 

 

(3) 販売実績 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日) 
品目別 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

情報セキュリティ事業   

セキュリティ製品販売 334,841 95.7 

ライセンス収入 97,161 30.9 

受託開発 547,441 2,719.5 

その他 274,602 269.7 

合計 1,254,047 159.5 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（訂正前）    平成平成平成平成 19191919年年年年 3333月期月期月期月期        第第第第 3333四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結））））    

    平成 19 年２月 15 日   

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 
（コード番号：2355 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://c4t.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長     三住 光男  
              責任者役職・氏名 専務取締役経営企画室長 安斉 浩子    TEL：（03）5447－2551 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
     （内容） 

 

④ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19年 3月期第 3四半期財務・業績の概況（平成 18年４月 1日 ～ 平成 18年 12月 31日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                        （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年３月期第 3四半期 1,184 35.9 △981   － △1,048  － △1,361   － 

18年３月期第３四半期 871   － △167   － △180   － △186   － 

(参考)18年３月期 1,375  － 39  － 38  － 31  － 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

19年３月期第３四半期 △23,400  34 － 

18年 3月期第３四半期 △3,292   62 － 

(参考)18年３月期 559  75 491  42 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
  
［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第 3四半期におけるわが国経済は、個人消費が横ばい傾向にあったものの、企業収益の改善を背景と

した設備投資の増加や雇用状勢の改善などにより、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。当社グ

ループの属する情報セキュリティ業界におきましては、日本版 SOX 法への取り組みが上場企業で始まって

いることに伴い、情報セキュリティ対策への投資は拡大の傾向にあります。 

このような中で、当社は期首よりグループ全体で情報セキュリティに関するソリューションをワンストッ

プで提供するという理念の下、体制構築を行うためグループ戦略を推進し事業を進めてまいりました。し

かしながら、当社グループといたしましては、平成 18 年 11 月 16 日に平成 19 年 3 月期の連結・個別の業

績予想の修正の発表を行い、当第 3四半期におきましては、修正要因としてあげておりました、グループ

戦略の見直しを行い、組織の再編成による責任権限の明確化および人員配置の最適化、事業構成の再構築

による収益基盤の確保に努めております。 

当第 3四半期におきましては、オンライン決済ソリューションを提供する SBI グループの SBI ベリトラ

ンス株式会社（東京都港区、代表取締役 執行役員 COO：沖田 貴史）と、三和インベストメント株式会社

（本社：東京都港区、代表取締役社長：柿澤 晋一郎）と共同で、EC サイト向け総合セキュリティサービ

スを主事業とする合弁会社、ｅＣＵＲＥ株式会社（出資比率 13.3%）を設立いたしました。また、研究開

・連結（新規）５社 （除外）１社  ・持分法（新規）１社 （除外）０社 
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発分野におきましては、電子透かしの応用技術として印刷物に対応可能な「アクアプリント」、インター

ネット上でリアルタイムに配信される動画に対応可能なもの、楽曲の中に人間の耳で聴き取れない周波数

帯域を使い電子透かしを埋め込む技術等を進めており、各アライアンスパートナーとの実証実験を始めて

おります。 

当社グループの第 3四半期の連結売上高は前年同期比 35.9％増の 11 億 84 百万円となりましたが、しか

しながら、「ライセンス販売」の収益計上の見送りや、ソフトウェア償却費や人件費等の固定費負担増、

第１四半期に設立した子会社への先行投資もあり、営業損失は 9 億 81 百万円（前年同期営業損失 1億 67

百万円）、経常損失は 10 億 48 百万円（前年同期経常損失 1 億 80 百万円）、第 3 四半期純損失は 13 億 61

百万円（前年同期四半期純損失 1億 86 百万円）となりました。 

なお、個別財務諸表値につきましては、売上高は 4 億 27 百万円（前年同期売上高 1 億 67 百万円）、営

業損失は 5 億 44 百万円（前年同期営業損失 1 億 29 百万円）、経常損失は 5 億 8 百万円（前年同期経常損

失 1 億 23 百万円）、第 3 四半期純損失は 13 億 94 百万円（前年同期四半期純損失 1 億 26 百万円）となり

ました。 

 
(2) 連結財政状態の変動状況 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19年３月期第３四半期 4,953 523 10.0 8,439  74 

18年 3月期第３四半期 4,936 1,377 27.9 24,208    90 

(参考)18年３月期 5,294 1,598 30.2 28,074  50 

    
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19年３月期第３四半期 △273 △1,136 45 993 

18年３月期第３四半期 △26 △562 2,823 2,657 

(参考)18年３月期 △24 △1,365 2,773 1,808 

 
［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年同期末と比べ 16億 64

百万円減少の９億 93百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、２億 73 百万円となりました。これは、税金等調整前当第 3四半期

純損失の計上等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、11億 36百万円となりました。これは、主に投資有価証券の取得及

び貸付金が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、45百万円となりました。これは、主に運転資金である短期借入金の

増加によるものであります。 

 
３．平成 19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通     期 2,271 △912 △1,336 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△22,760円 64銭 
※平成 18年 11月 16日付で発表いたしました通期業績予想となります。今後の事業推移を見た上で修

正が生じた場合は適宜開示いたします。なお、上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な
情報に基づき作成したものであり、リスクや不確定要素等の要因が含まれており、実際の業績は上記
予想数値と異なる可能性があります。 
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［業績予想に関する定性的情報等］ 

当社は平成 18 年 11 月 16 日に、平成 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 8 月 15 日発表）ならびに

個別業績予想（平成 18 年 5 月 17 日発表）を修正いたしました。 

通期の個別・連結修正の主な要因は、平成 19 年 3 月期中間期におきましては、大規模の案件として弊

社コア技術のライセンス販売を SIer より受注し成約となりましたが、企業会計基準委員会の実務対応報

告(*1)に基づき収益の計上を見送ったことによるもの、また、C4T グループの主力製品として上期より予

定していた ezSecurity シリーズの最新プロジェクト（製品化）の遅延により、パートナー間との販売構

築の遅れが生じ製品の発売時期が下期へずれ込んだこと等が上げられます。 

また、当第 3四半期より、平成 18 年 6 月 30 日に発表しております「株式交換による株式会社コアサイ

エンスの完全子会社に関するお知らせ」におきまして、同社（現 株式会社シーフォービジネスインテグ

レーション）が連結対象となり、同社の損益が反映されております。 

 

（*1：企業会計基準委員会 実務対応報告第 17 号「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」（平成 18 年 3 月 30 日発表） 
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１１１１．．．．四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等    

(1) 四半期連結貸借対照表 

 

 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)      
   

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   2,682,956   1,018,049   1,833,385  

 ２ 受取手形及び売掛金   353,129   595,242   798,576  

 ３  たな卸資産   84,313   265,986   145,269  

 ４ 短期貸付金   ―   516,479   404,761  

 ５ その他   252,010   171,540   14,298  

   貸倒引当金   ―   △375,365   ―  

   流動資産合計   3,372,411 68.3  2,191,933 44.2  3,196,291 60.4 

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１  48,962   67,244  45,452  

 ２ 無形固定資産          

    (１)ソフトウェア   1,020,814   757,969  974,028  

  (２)ソフトウェア仮勘定   ―   297,786  ―  

  (３)のれん   ―   500,433  ―  

    (４)その他   122   654  122  

無形固定資産合計   1,020,937   1,556,844  974,151  

 ３ 投資その他の資産          

(１)投資有価証券   380,820   999,098   1,008,315  

    (２)その他   113,686   229,627   70,027  

    貸倒引当金   ―   △42,660   ―  

    投資損失引当金   ―   △48,333   ―  

投資その他の資産合計   494,507   1,137,731  1,078,342  

   固定資産合計   1,564,407 31.7  2,761,819 55.8  2,097,946 39.6 

   資産合計   4,936,818 100.0  4,953,752 100.0  5,294,237 100.0 
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第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)  
         

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   53,738  352,585   221,058 

 ２ 短期借入金 ※２  25,003  250,000   ― 

３ 一年以内返済 

長期借入金 

 

 
 81,600  98,595   72,600 

  ４ 一年以内償還社債   40,000  40,000   40,000 

 ５ 賞与引当金   5,040  38,640   9,240 

 ６ その他   62,397  204,819   78,135 

   流動負債合計   267,779 5.4  984,639 19.9  421,034 7.9

Ⅱ 固定負債        

  １  社債   260,000  220,000  260,000 

 ２ 転換社債型 

新株予約権付社債 
  3,000,000  3,000,000  3,000,000 

 ３  長期借入金   31,800  67,405  14,900 

 ４ 退職給付引当金   ―  55,114  ― 

 ５ 債務保証損失引当金 ※３  ―  69,000  ― 

 ６ その他   ―  33,772  ― 

   固定負債合計   3,291,800 66.7  3,445,291 69.5  3,274,900 61.9

   負債合計   3,559,579 72.1  4,429,931 89.4  3,695,934 69.8

        

（少数株主持分）           

  少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ―

          

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   1,304,817 26.4  ― ―  1,306,084 24.6

Ⅱ 資本剰余金   1,020,312 20.7  ― ―  1,021,584 19.3

Ⅲ 利益剰余金   △946,905 △19.2  ― ―  △728,380 △13.7

Ⅳ 自己株式   △985 △0.0  ― ―  △985 △0.0

    資本合計   1,377,239 27.9  ― ―  1,598,303 30.2

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  4,936,818 100.0  ― ―  5,294,237 100.0
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第９期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 

連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金   ― ―  1,306,684 26.4  ― ―

 ２ 資本剰余金   ― ―  1,232,761 24.9  ― ―

 ３ 利益剰余金   ― ―  △2,090,231 △42.2  ― ―

 ４ 自己株式   ― ―  △3,047 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ―  446,166 9.0  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等        

 その他有価証券評価差額金   ― ―  49,227 1.0  ― ―

   評価・換算差額等合計   ― ―  49,227 1.0  ― ―

Ⅲ 少数株主持分   ― ―  28,426 0.6  ― ―

   純資産合計   ― ―  523,821 10.6  ― ―

   負債純資産合計   ― ―  4,953,752 100.0  ― ―
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(2) 四半期連結損益計算書 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

          

Ⅰ 売上高   871,340 100.0 1,184,047 100.0 1,375,647 100.0

Ⅱ 売上原価   425,916 48.9 1,130,173 95.4 507,005 36.9

売上総利益   445,423 51.1 53,873 4.6 868,641 63.1

Ⅲ  販売費及び一般管理費      

 １ 役員報酬 75,261 136,884 97,371

 ２ 給与手当 211,192 324,339 286,274

 ３ 減価償却費 50,024 13,136 62,660

 ４ 賞与引当金繰入額  2,989  8,081 5,730  

 ５ 退職給付費用  ―  711 ―  

 ６ 貸倒引当金繰入額  ―  53,909 ―  

 ７ その他  273,459 612,927 70.3 498,452 1,035,514 87.5 377,252 829,288 60.2

   営業利益又は 

営業損失(△) 
 △167,503 △19.2 △981,640 △82.9 39,353 2.9

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  2,112  10,957  4,119  

 ２ 受取配当金  ―  385  ―  

 ３ 投資有価証券売却益  14,509  ―  14,509  

 ４ 為替差益  ―  4,677  ―  

 ５ その他  434 17,056 1.9 1,222 17,243 1.5 4,153 22,781 1.6

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  5,891  9,386  7,255  

 ２ 持分法による投資損失  17,885 72,367 10,390  

 ３ その他  6,014 29,791 3.4 2,020 83,774 7.1 6,041 23,687 1.7

   経常利益又は 

経常損失(△) 
 △180,238 △20.7 △1,048,172 △88.5 38,447 2.8
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

    

Ⅵ 特別損失     

１ 関係会社株式売却損  3,334  ―  3,334

２ 固定資産除却損 ※１ 660 3,610  738

３ 製品評価損 ― 55,236  ―

４ のれん償却額 ― 85,554  ―

５ 投資有価証券評価損 ― 34,477  ―

６ 関係会社投資損失引当金 

繰入額 
― 48,333  ―

７ 貸倒引当金繰入額 ― 65,000  ―

８ 債務保証損失引当金繰入  

   額 
― 2,000  ―

９ その他 ― 3,995 0.4 27,815 322,027 27.2 ― 4,073 0.3

税金等調整前当期純利

益又は税金等調整前第

３四半期純損失(△) 

  △184,233 △21.1 △1,370,199 △115.7 34,374 2.5

法人税、住民税及び事業
税 

 2,515  2,544  2,599

法人税等調整額  ― 2,515 0.3 △686 3,230 0.3 ― 2,599 0.2

少数株主損失   ― ― 11,579 1.0 ― ―

当期純利益又は 

第３四半期純損失(△) 
  △186,749 △21.4 △1,361,850 △115.0 31,775 2.3
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(3) 四半期連結剰余金計算書 

  

 第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162  1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 新株予約権の行使による新株の発行  6,150  7,200  

２ 新株引受権の行使による新株の発行  ― 6,150 222 7,422 

Ⅲ 資本剰余金第３四半期末(期末)残高   1,020,312  1,021,584 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △718,213  △718,213 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益 ― ― 31,775 31,775 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

 １ 第３四半期純損失  186,749  ―  

２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高 

 4,917  4,917  

３ 持分法適用会社増加による利益剰余
金減少高  

 37,024 228,691 37,024 41,942 

Ⅳ 利益剰余金第３四半期末(期末)残高   △946,905  △728,380 
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書 

第10期第３四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年12月31日)       （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計 

平成 18年３月 31日 

残高 
1,306,084 1,021,584 △728,380 △985 1,598,303 ― ― ― 1,598,303 

当四半期連結会計 
期間中の変動額 

         

新株の発行 600 600   1,200    1,200 

株式交換  210,576   210,576    210,576 

四半期純損失   △1,361,850  △1,361,850    △1,361,850 

自己株式 
の取得 

   △2,062 △2,062    △2,062 

株主資本以外の項目

の当四半期変動額 

(純額) 

     49,227 49,227 28,426 77,654 

当四半期連結会計 
期間中の変動額 

合計額 
600 211,176 △1,361,850 △2,062 △1,152,136 49,227 49,227 28,426 △1,074,482 

平成18年12月31日
残高 

1,306,684 1,232,761 △2,090,231 △3,047 446,166 49,227 49,227 28,426 523,821 
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（5） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益又は税金等

調整前第３四半期純損失（△） 

 

 
△184,233 △ 1,370,199 34,374 

 ２ 減価償却費  298,900 368,476 398,176 

 ３ のれん償却額  ― 107,648 ― 

  ４  貸倒引当金の増加額  ― 118,909 ― 

 ５ 賞与引当金の増加額（減少額△）  △3,600 △ 22,800 600 

 ６ 投資損失引当金の増加額  ― 48,333 ― 

 ７ 債務保証損失引当金の増加額  ― 2,000 ― 

 ８ 受取利息及び受取配当金  △2,112 △ 11,342 △4,119 

 ９ 支払利息  5,891 9,386 7,255 

 10 為替差損  ―  496 ― 

 11 持分法による投資損失  17,885 72,367 10,390 

 12 投資有価証券売却益  △14,509 ― △14,509 

 13 固定資産除却損  660 3,610 738 

 14 投資有価証券評価損  ― 34,477 ― 

  15 関係会社株式売却損   3,334 ― 3,334 

 16 売上債権の減少額（増加額△）  △168,856 490,044 △609,834 

17  たな卸資産の増加額  △24,030 △8,477 △84,986 

18  仕入債務の増加額（減少額△）  △8,792 △67,849 158,526 

19 未収入金の減少額（増加額△）  20,149 △23,502 19,994 

 20 未払金の増加額（減少額△）  7,695 △12,737 △2,258 

 21  その他   31,080 △6,427 65,374 

    小計  △20,536 △267,585 △16,941 

 22 利息及び配当金の受取額  2,114 11,950 2,837 

 23 利息の支払額  △5,072 △8,480 △7,048 

 24 法人税等の支払額  △3,442 △9,865 △3,110 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △26,937 △273,981 △24,263 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

  １  投資有価証券・関係会社株式 

の売却による収入 
 39,009 ― 39,009 

 ２ 有形固定資産の取得による支出  △12,212 △ 16,851 △13,750 

 ３ 無形固定資産の取得による支出  △284,151 △ 322,838 △333,479 

 ４ 定期預金の解約による収入   140,000 ― 140,000 

 ５ 貸付による支出 △379,301 △ 370,320 △705,267 

 ６ 貸付金の回収による収入 136,906 63,210 330,636 

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △200,000 △ 565,145 △820,000 

 ８ 株式交換による子会社資金受入額 ― 110,027 ― 

 ９ その他  △3,022 △ 34,526 △2,985 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △562,772 △1,136,443 △1,365,838 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １  短期借入金の純増加額（減少額△） △66,664 152,000 △91,667 

 ２ 長期借入金の返済による支出 △80,703 △ 105,559 △106,603 

  ３ 転換社債型新株予約権付社債の発行

による収入  
2,999,009 ― 2,998,193 

 ４ 社債の償還による支出 △40,000 △ 40,000 △40,000 

 ５ 株式発行による収入 12,300 1,200 14,839 

 ６ 自己株式の取得による支出 △906 △ 2,062 △906 

 ７ 少数株主に対する株式の 

発行による収入 
― 44,000 ― 

  ８ 少数株主への清算配当の支払額 ― △ 3,993 ― 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,823,035 45,584 2,773,856 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △496 ― 

Ⅴ  現金及び現金同等物の減少額 2,233,325 1,365,336 1,383,754 

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 421,918 1,808,385 421,918 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物 
の増加額 

2,712 550,000 2,712 

Ⅷ 現金及び現金同等物の第３四半期末

(期末)残高 
※ 2,657,956 993,049 1,808,385 
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四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 

   ㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当第３四半期

連結会計期間より連結の範囲に

含めております。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

  連結子会社の名称 

㈱ シーフォー セールスサポ

ート（旧 ㈱セーフリード） 

㈱ シーフォー システムデザ

イン（旧 イージーシステム

ズ㈱） 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティング 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービ

ス 

㈱ シーフォー ビジネスイン

テグレーション 

ＣＭＳ投資事業組合 

㈱ シーフォー システムデザ

インは、当四半期連結会計期間

中に株式交換により完全子会社

となったため、当四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めて

おります。 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティングは、当四半期連結

会計期間中に当社の100%出資に

より設立したため、当四半期連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービス

は、当四半期連結会計期間中に

株式会社パソナテックとの合弁

(出資比率60％)により設立した

ため、当四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

㈱シーフォービジネスインテ

グレーションは、当四半期連結

会計期間中に株式交換により完

全子会社となったため、当四半

期連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

ＣＭＳ投資事業組合は、当四

半期連結会計期間中に出資契約

を締結したため、当四半期連結

会計期間より連結の範囲に含め

ておりましたが、当四半期連結

会計期間中に解散しておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当連結会計年

度より連結の範囲に含めており

ます。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 

46

m-yokoyama
テキストボックス



―  ― 14

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

  ネクスト・イット㈱ 

  ㈱カネット 

従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法適用の

範囲から除外しております。 

  従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社でなくなったた

め、当第３四半期連結会計期間

より持分法適用の範囲から除外

しております。 

  なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ネクスト・イット㈱  

   ＭＨＳダイニング㈱ 

ＭＨＳダイニング㈱は、当四

半期連結会計期間に株式を追加

取得したことにより持分法適用

関連会社となっております。 

なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱カネット 

ネクスト・イット㈱ 

   従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法の適用

の範囲から除外しております。 

   従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社ではなくなったた

め、当連結会計年度より持分法

適用の範囲から除外しておりま

す。 

    なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

   四半期決算日が四半期連結決

算日と異なる場合の内容等 

   連結子会社のうち、㈱シーフ

ォーシステムデザインの決算日

は９月末日であります。四半期

連結財務諸表の作成にあたって

同社については、四半期連結決

算日現在で実施した仮決算に基

づく四半期財務諸表を使用して

おります。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   第３四半期連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

第３四半期連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用して

おります。 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採

用しております。 

       なお、投資事業有限責任組合

（証券取引法第２条第２項によ

り、有価証券とみなされるもの）

については、組合の決算書に基づ

いて、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

   

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

 

 ②デリバティブ 

   時価法を採用しております。 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採

用しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

 ｃ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用してお

ります。 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

車両運搬具       ６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定

額法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

dのれん 

――――― 
 

 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

――――― 

 

  

dのれん 

    投資効果の及ぶ期間（５年又は

10年）による定額法を採用してお

ります。 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

      社内における見込利用可能期間  

（５年）による定額法を採用してお 

ります。 

dのれん 

 ――――― 

 

③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

同左 

 

③長期前払費用 

同左 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

なお、当第３四半期連結会計期

間において計上額はありません。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

   なお、当連結会計年度におい

て計上額はありません。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当第３

四半期連結会計期間負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度負担額を計上して

おります。 

③投資損失引当金 

――――― 

③投資損失引当金 

  関係会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状態

及び回収可能性を勘案して、必要

額を計上しております。 

③投資損失引当金 

――――― 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

④退職給付引当金 

――――― 

④退職給付引当金 

   一部の連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、期末自己都合要

支給額にもとづき、当第３四半期会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

④退職給付引当金 

――――― 

⑤債務保証損失引当金 

――――― 

⑤債務保証損失引当金 

  関係会社の保証債務の履行に伴

い発生する損失に備えるため損失

見込額を計上しております。 

⑤債務保証損失引当金 

――――― 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

――――― 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

 金利変動リスクのヘッジ、資金

調達コストの低減等を目的として

金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金

利スワップ契約は当連結会計年度

内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手

段及びヘッジ対象とも消滅してお

ります。 

 (5) その他第３四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事

項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(5) その他第３四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 
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(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当第３四半期連結会計期間から「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会       

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。な

お、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は495,394千円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当第３四半期連結会計期間におけ

る第３四半期連結財務諸表は、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

――――― 

 （企業結合に係る会計基準等） 

 当第３四半期連結会計期間から「企

業結合に係る会計基準」（企業会計審

議会平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しております。 
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表示方法の変更 

第９期第３四半期連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

   至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年12月31日） 

――――― 

  

（第３四半期連結貸借対照表） 

前第３四半期連結会計期間において流動資産の「その

他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」（前第

３四半期連結会計期間218,024千円）については、資産

総額の100分の５超となったため、当第３四半期連結会

計期間より区分掲記しております。 

前第３四半期連結会計期間において投資その他の資

産の「ソフトウェア」に含めて表示しておりました「ソ

フトウェア仮勘定」（前第３四半期連結会計期間82,190

千円）については、重要性が増したため、当第３四半期

連結会計期間より区分掲記しております。 

 

注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

第10期第３四半期 
連結会計期間末 

（平成18年12月31日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   66,056千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   112,774千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

69,669千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

    この契約に基づく当第３四

半期連結会計期間末における

当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 100,000千円 

借入実行残高   25,003千円 

差引額        74,997千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

       この契約に基づく当第３四

半期連結会計期間末における

当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高   200,000千円 

差引額          ―― 千円 

※２.    ――――― 

※３．   ―――――― ※３.保証債務 

    連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。 
㈱シーエスエ
ルホールディ
ングス 

203,536千円

    上記の金額については、債

務保証損失引当金（69,000千

円）を控除しております。 

※３．   ―――――― 
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(四半期連結損益計算書関係) 

 
第９期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

※１． 固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 660千円

計 660千円

   

 

※１．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品  541千円 

建物附属設備 3,068千円 

計 3,610千円  

※１．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 738千円 

計 738千円  
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 

株式数 
増加 減少 

当四半期連結会計年

度末株式数 

 普通株式（株） 56,935.20 1,778.28 ― 58,713.48 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

株式交換による増加      1,758.28株 

新株予約権の権利行使による増加   20株 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 

株式数 
増加 減少 

当四半期連結会計年

度末株式数 

 普通株式（株） 4.40 11.26 ― 15.66 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      11.26株 

 

３ 新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の第３四半

期末残高と第３四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,682,956千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 2,657,956千円 
  

※  現金及び現金同等物の第３四半

期末残高と第３四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,018,049千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 993,049千円 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,833,385千円

れ預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円
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(リース取引関係) 

第９期第３四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 

(有価証券関係) 

第９期第３四半期連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①社債 200,000 

 ②非上場株式 136,440 

合計 336,440 

 

第10期第３四半期連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

１ 時価のある有価証券 

区分 取得原価（千円） 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1) その他有価証券    

 ①株式 44,020 127,020 83,000 

合計 44,020 127,020 83,000 

 

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) 関連会社株式 149,514 

(2) その他有価証券  

 ①非上場株式 212,563 

 ②転換社債型新株予約権付社債 410,000 

 ③投資事業有限責任組合への出

資持分 
100,000 

合計 872,077 

 （注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 
    なお、第３四半期会計期間において、減損処理を行い投資有価証券評価損34,477千円を計上しております。 
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前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ① 社債 200,000 

 ② 非上場株式 756,440 

合計 956,440 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

 

第９期第３四半期連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

第10期第３四半期連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

区分 種類 契約額等(千円) 

契約額等のうち

１年超 

(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円) 

スワップ取引 

受取変動・支払固定 
22,500 12,500 69 69 市場取引以

外の取引 
合計 22,500 12,500 69 69 

（注）時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金利スワップ契約は当連結会計年度内に満了しております。従いまして、連結決算

日現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象とも消滅しております。 
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(セグメント情報) 

１． 事業の種類別セグメント情報 

第９期第３四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年12月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年12月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の

割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 

当社及び連結子会社は、第９期第３四半期連結会計期間、第10期第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３． 海外売上高 

当社及び連結子会社は、第９期第３四半期連結会計期間、第10期第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において海外売上がないため、該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係） 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

（株式交換によるイージーシステムズ株式会社の完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な目的、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

イージーシステムズ株式会社 ソフトウェア開発事業 

(2) 企業結合を行った主な目的 

イージーシステムズ株式会社を完全子会社化することにより、同社セキュリティ製品に当社のセキュリティ技

術を融合させ、従来以上に同社セキュリティ製品の安全性・信頼性の優位性を増し、ユーザーの高度で広範なニ

ーズに的確に応えていくことが可能となります。 

 また、文書のデジタル保存に対するセキュリティニーズの高まりに対して、暗号技術を中心としたDRM技術・

電子透かし技術・秘密分散技術等のセキュリティ技術の融合により、戦略的なセキュリティ製品の提供が可能と

なります。 

 さらに、両社のアライアンスパートナー戦略面でも、両社のパートナー先の重複が少なく、提携による販売面

での市場拡大メリットなど、本件提携によるシナジー効果の発揮が見込めます。 

 本件資本提携は、こうした当社とイージーシステムズ両社の強みを融合することにより、当社のグループ戦略

及び事業領域拡大を飛躍的に加速させることを目的としております。 

(3) 企業結合日 

平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業（取得企業）の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー 

（注）イージーシステムズ株式会社は、平成18年７月１日付で株式会社 シーフォー システムデザインに社名変

更しております。 

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 
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２．第３四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成18年12月31日 

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

㈱シーフォーテクノロジーの株式 6,888千円 

取得原価 6,888千円 

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：イージーシステムズ㈱ 0.066 

(2) 交換比率の算定方法 

   当社については市場株価方式、イージーシステムズ株式会社については収益還元価値法と簿価純資産方式を用

い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及び評価額 

普通株式 651.28株 6,888千円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額 95,060千円 

(2) 発生原因 

  企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

    ５年間で均等償却 

  (注)第10期中間連結会計期間において均等償却を行った残額を一括償却しております。 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

流動資産 277,974千円 

固定資産 173,834千円 

合計 451,809千円 

(2) 負債の額 

流動負債 385,923千円 

固定負債 154,059千円 

合計 539,982千円 

 

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

  該当事項はありません。 

 

８．企業結合が当第３四半期連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の第10期第３四半期連結会計期間の

第３四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

  該当事項はありません。 
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（株式交換による株式会社コアサイエンスの完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な目的、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

株式会社コアサイエンス システムインテグレーション事業 

(2) 企業結合を行った主な目的 

今回の株式交換による完全子会社化の目的は、当社が「グループ戦略」を推進するうえで、情報セキュリティ

を組み込んだシステム構築サービスを新たに加え、当社のソリューション・ラインアップの一層の充実を図るこ

とにあります。 

(3) 企業結合日 

平成18年８月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業（取得企業）の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー 

（注）株式会社コアサイエンスは、平成18年７月18日付で株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションに

社名変更しております。 

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 

 

２．第３四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成18年12月31日 

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

㈱シーフォーテクノロジーの株式 203,688千円 

取得に直接要した支出 

株式交換比率算定費用 525千円 

取得原価 204,213千円 

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：㈱コアサイエンス 1.845 

(2) 交換比率の算定方法 

   当社については市場株価方式、株式会社コアサイエンスについてはディスカウント・キャッシュ・フロー法を

用い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及び評価額 

普通株式 1,107株 203,688千円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額 503,521千円 

(2) 発生原因 

  企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

    10年間で均等償却 
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

流動資産 414,067千円 

固定資産 56,144千円 

合計 470,212千円 

(2) 負債の額 

流動負債 620,054千円 

固定負債 149,466千円 

合計 769,521千円 

 

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

  該当事項はありません。 

 

８．企業結合が第10期第３四半期連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当第３四半期連結会計期間の

第３四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

  売上高及び損益情報 

売上高 1,045,140千円 

営業利益 5,769千円 

経常利益 6,257千円 

税金等調整前第３四半期純損失 331,351千円 

第３四半期純損失 333,872千円 

  （注）１ 内部取引を控除しております。 

     ２ 被取得会社の㈱シーエスエルホールディングスに対する融資及び保証債務に関する、以下の特別損失

項目を含んでおります。 

        貸倒引当金繰入額     253,000千円 

        債務保証引当金繰入額   67,000千円 

     ３ 当該注記については監査証明を受けておりません。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

第10期第３四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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 (１株当たり情報) 

 

 

（注）１株当たり第３四半期（当期）純損失（純利益）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

四半期連結損益計算書上の

当期純利益又は第３四半期

純損失（△）（千円） 

△186,749 △1,361,850 31,775 

普通株式に係る当期純利益

又は第３四半期純損失（△）

（千円） 

△186,749 △1,361,850 31,775 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
56,717 58,197 56,767 

潜在株式調整後１株当たり

第３四半期（当期）純利益

の算定に用いられた第３四

半期（当期）純利益調整額

の主要な内訳（千円） 

― ― 

 

― 

第３四半期（当期）純利益

調整額（千円） 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり

第３四半期（当期）純利益

の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

 新株引受権 

 新株予約権 

  転換社債型新株予約権付

社債 

― ―  

 

 

 

3 

606 

7,283 

普通株式増加数（株） ― ― 7,892 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり第３四半期純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権（新株予約権の

数 700 個）及び合併により

承継した新株引受権（新株

引受権の数 6.9 個） 

新株予約権（新株予約権の

数 129 個）及び転換社債型

新株予約権付社債に付さ

れた新株予約権（新株予約

権の数 30 個) 

――――― 

 

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 24,208円90銭 １株当たり純資産額 8,439円74銭 １株当たり純資産額 28,074円50銭 

１株当たり第３四半

期純損失 
3,292円62銭 

１株当たり第３四半

期純損失 
23,400円34銭 

１株当たり当期純

利益 

559円75銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

３四半期純利益については、１株当た

り第３四半期純損失であるため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第３四半期純利益については、１株

当たり第３四半期純損失であるた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益 

491円42銭 
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（重要な後発事象) 

  

第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― １ イージーシステムズ株式会社と

の株式交換 

当社は、平成17年12月15日開

催の取締役会において、イージ

ーシステムズ株式会社を完全子

会社とするため、商法第358条第

1項の規定に基づき株主総会の

承認を得ることなく株式交換を

行い、これに基づいて新株式を

発行することを決議し、平成18

年4月1日付で株式交換を実施い

たしました。 

株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

両社のセキュリティ技術の融

合により戦略的な情報セキュリ

ティ製品を提供し、事業領域の

拡大を飛躍的に加速させること

を目的としております。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終のイージーシステムズ株

式会社の株主名簿に記載された

又は記録された株主と株式交換

を行います。 

(3) 株式交換の日 

平成18年４月１日 

(4) 株式交換比率 

イージーシステムズ株式会社

の普通株式１株につき、当社普

通株式0.066株を割当交付しま

す。 

(5) 株式交換により発行する新株式     

  数 

  当社普通株式 651.28株 

(6) イージーシステムズ株式会社の

概要 

住所  東京都中央区日本橋箱

崎町41番12号日本橋第

二ﾋﾞﾙ６Ｆ 

代表者   澁谷 紳一郎 

資本金   100百万円 

事業の内容 ソフトウェア開発 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― ２ 子会社の設立 

当社は、平成18年４月24日開

催の取締役会において、下記の

とおり当社100％子会社を設立

することを決議し、平成18年４

月26日に設立いたしました。 

(1) 商号  

株式会社シーフォー ビジネ

スコンサルティング 

(2) 資本金          30百万円 

(3) 所在地   東京都品川区上大崎 

(4) 決算期            ３月末 

(5) 役員・従業員数   ５名 

(6) 事業内容 

情報セキュリティ・コンサル

ティング 

(7) 設立目的 

セキュリティ基盤の調査、分

析、情報セキュリティ・ポリシ

ーの策定、情報セキュリティ・

マネジメント・システムの構築

及び認証取得支援を行う目的で

設立。 
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第９期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年12月31日） 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― ３ 合弁による子会社の設立 

当社は、平成18年４月28日開

催の取締役会において、下記の

とおり株式会社パソナテックと

の合弁により株式会社シーフォ

ー＆パソナテックマネージメン

トサービス(出資比率60％)を設

立することを決議し、平成18年

５月29日に設立いたしました。  

(1) 商号  

株式会社 シーフォー ＆ パ

ソナテック マネージメントサ

ービス 

(2) 資本金            100百万円 

(3) 所在地    東京都品川区上大崎 

(4) 決算期                ３月末 

(5) 役員・従業員数        ５名 

(6) 事業内容 

① 内部統制・コンプライアンス

強化、IT戦略に関するコンサル

ティング事業 

  ② 情報セキュリティ関連コンサ

ルティング事業 

③ システムインテグレーション

事業 

(7) 設立目的  

グループ戦略強化の策の一環

として、ITエンジニアの人材サ

ービスに特化して事業を行って

いる株式会社パソナテックとの

合弁により、ユーザーに対して

情報セキュリティ・コンサルテ

ィングのトータル・マネジメン

ト・サービスを行う予定であり

ます。 

――――― ――――― ４ 投資事業組合への出資 

    当社は、平成18年2月15日開催

の取締役会において、下記のと

おりCMS投資事業組合への組合

加入をすることを決議し、平成

18年5月16日に出資契約を締結

しております。 

(1) 出資先  ＣＭＳ投資事業組合 

(2) 出資日付   平成18年5月16日 

(3) 出資金額        550,000千円 
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（生産、受注及び販売の状況） 

(1) 生産実績 

当社グループの事業内容は、「C４」シリーズを始めとするセキュリティの要素技術及びアプリケーションの開

発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産実績については記載しておりません。 

 

(2) 受注実績 

第10期第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年12月31日) 

受注高 受注残高 
品目別 

金額(千円) 前年同期比（％） 金額(千円) 前年同期比（％） 

受託開発 714,876 4,173.3 167,435 － 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期第３四半期連結会計期間の受注残高はありません。 

 

(3) 販売実績 

第10期第３四半期 

連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年12月31日) 
品目別 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

情報セキュリティ事業   

セキュリティ製品販売 334,841 79.8 

ライセンス収入 27,161 8.2 

受託開発 547,441 2,719.5 

その他 274,602 269.7 

合計 1,184,047 135.9 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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